
海洋基本計画に基づく工程表のイメージ（作成中のものの抜粋）

○ 海洋基本計画第３部において、

海洋基本計画に掲げる諸施策を実施し、海洋立国日本の目指すべき姿を実現していくために

は、本計画策定後、各施策についての工程表の作成とこれに基づく事業等の計画的な実施、

･･･（中略）・・・の具体的な取組を進めていくとともに、実施状況等の評価に基づき、選択と集中

を図りながら、また、事業等の重複を排除しつつ、効果的にこれを進めていくことが重要である。

とされていることを踏まえ、参与会議において各施策の実施状況の評価（フォローアップ）を行う

ため、工程表を作成。

○ 今後の予算額の決定等に応じ、工程表の記載内容を変更することがあり得る。

CS826849
タイプライターテキスト
資料２－１

CS826849
長方形



第２部 １（１） 海洋エネルギー・鉱物資源の開発（1/3）

事項
H24

(2012)
H25

(2013)
H26

(2014)
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)

海洋エネルギー・鉱物資源
調査の加速

共通基盤等の整備

海洋エネルギー・鉱物資源調査
の加速
海洋エネルギー・鉱物資源調査
の加速

海洋エネルギー・鉱物資源開発計画改定（経済産業省）

海底広域研究船の建造（文部科学省）

関係省庁連携の下、民間企業の協力を得つつ、海洋資源調査（経済産業省）

1

一部新規

新規

南鳥島及び沖ノ鳥島の輸送・補給活動拠点整備、利活用の検討 （内閣官房・国土交通省）

海外プロジェクトの受注拡大

海洋産業の戦略的育成のための総合対策（国土交通省）

実プロジェクトの受注

安全要件策定（洋上ロジスティックハブ、FLNG※）

資源開発要素技術の開発支援（ FLNG、大水深対応型掘削リグ等）

※浮体式液化天然ガス生産貯蔵積出設備

各種調査プラットフォームやシステムの開発・整備、新しい探査手法の研究開発の加速等（文部科学省・経済産業省・国土交通省・総務省）

海洋エネルギー・鉱物資源開発計画改定（経済産業省）新規

南鳥島及び沖ノ鳥島の輸送・補給活動拠点整備、利活用の検討 （内閣官房・国土交通省等）

海洋資源の成因に関する科学的研究（文部科学省・経済産業省）

海洋資源探査技術の開発（文部科学省・国土交通省・総務省）
一部新規

海洋資源を
探査する
次世代技術・
システムの
確立

広域科学調査の加速広域科学調査の加速



第２部 １（１） 海洋エネルギー・鉱物資源の開発（2/3）

事項
H24

(2012)
H25

(2013)
H26

(2014)
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)

石油・天然ガス

メタンハイドレート

平成３０年代後半に民
間が主導する商業化プ
ロジェクトが開始される
よう、国際情勢をにらみ
つつ技術開発を進める

平成３０年代後半に民
間が主導する商業化プ
ロジェクトが開始される
よう、国際情勢をにらみ
つつ技術開発を進める

三次元物理探査船を活用した基礎物理探査及び石油・天然ガスの存在可能性が高い海域での基礎試錐を
機動的に実施（経済産業省）

2

新規

平成25年度以降3年間で、資源量把握に
向けた取組を集中的に実施（経済産業省）

有望地点での地質サン
プルの取得

砂
層
型

表
層
型

商業化の実現に向けた技術の整備（経済産業省）
海
洋
産
出
試
験

広域地質調査・詳細地質調査の実施

・試験結果
の分析
・技術課題
の抽出

技術課題の克服
総合的検証の実施
（長期安定性、経済性、環境面）

新規



第２部 １（１） 海洋エネルギー・鉱物資源の開発（3/3）

事項
H24

(2012)
H25

(2013)
H26

(2014)
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)

海底熱水鉱床

コバルトリッチクラスト

マンガン団塊

レアアース

3

新規

平成３０年代後半以
降に、民間企業が
参画する商業化を
目指したプロジェク
トの開始

平成３０年代後半以
降に、民間企業が
参画する商業化を
目指したプロジェク
トの開始

民間企業が参画する商業化を目指したプロジェクトが開始されるよう、
調査、技術の開発等を推進（経済産業省）

新規

資源量調査、生産関連技術の調査研究及び開発計画策定（経済産業省）一部新規一部新規

資源量調査、生産関連技術の調査研究（経済産業省）

基礎的な科学調査・研究（文部科学省）

新鉱床の発見・概略資源量把握、詳細資源量の評価

採鉱・揚鉱機器等の海洋実証試験
採鉱・揚鉱システム
の商業機材の設計

選鉱パイロットプラント等による選鉱・製錬連動試験
選鉱・製錬実証施設
の設計・建設・実証

環境影響評価手法の開発 環境影響評価の実証

将来のレアアース資源としてのポテンシャルを検討（経済産業省）

資源量調査等

開発・生産を念頭においた広範な技術分野の
調査・研究



第２部 １（２） 海洋再生可能エネルギーの利用促進（1/3）

事項
H24

(2012)
H25

(2013)
H26

(2014)
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)

海洋再生可能エネルギー
実用化に向けた技術開発
の加速

海洋再生可能エネルギー
の実用化・事業化の促進

漁港区域における先導的取り組み促進（農林水産省）

洋上風力発電についての環境影響評価手法の検討（環境省・経済産業省）

海域利用調整関連の取組み（海洋政策本部事務局、関連省庁）

実証フィールド整備（海洋政策本部事務局、関係省庁）

実証フィールドの活用と他の関連施策の有機的な連携
（関係省庁）

実用化・事業化の促進実用化・事業化の促進

技術開発の加速技術開発の加速

4

新規

拡充

海洋台帳の充実・強化、 安全担保、港湾区域における取り組み等 （国土交通省）



第２部 １（２） 海洋再生可能エネルギーの利用促進（2/3）

事項
H24

(2012)
H25

(2013)
H26

(2014)
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)

海洋再生可能エネルギー
普及のための基盤・環境
整備

洋上風力発電

着床式洋上風力発電システム（銚子沖及び北九州沖）及び
浮体式洋上風力発電（福島沖）に関する実証研究（経済産業省）

国民への普及啓発（関係各省）

世界最大級の浮体式洋上風力発電所
の実現など洋上風力発電導入の促進
世界最大級の浮体式洋上風力発電所
の実現など洋上風力発電導入の促進

漁港区域における先導的な取組促進（農林水産省）

浮体式洋上風力発電（五島市椛島沖）に関する実証研究
（環境省）

5

新規 拡充新規/拡充

拡充

港湾区域における導入円滑化の取組（国土交通省）

浮体式洋上風力発電の安全ガ
イドライン策定（国土交通省）

環境調査

小規模試験機の実海
域設置・運転

実証機の実海域設置・運転

事業性等
の評価



第２部 １（２） 海洋再生可能エネルギーの利用促進（3/3）

事項
H24

(2012)
H25

(2013)
H26

(2014)
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)

波力等の海洋エネルギー

実機開発や革新的技術シーズ育成等（経済産業省）

更なる取組更なる取組

6

東北沿岸の自然条件下で成立する革新的発電システムに係る基盤的研究開発
（文部科学省）

環境負荷低減型潮流発電システムの開発・実証（環境省） （経済産業省連携事業）

新規 拡充新規/拡充

安全性や港湾機能等との共生のための方策（国土交通省）

浮体式・海中浮遊式海洋エネルギー発電施設の
安全ガイドライン等の策定（国土交通省）

要素技術開発

環境影響等調査

技術実証

事業性の評価



 生物多様性の保全の観点から生態学的・生物学的に重要な海域を平成25年度までに抽出し、抽出された海域を踏まえ、海域ごとの生態系の特性や社会的・経済
的・文化的な要因も考慮しつつ、海洋保護区の設定や管理の充実、海洋保護区のネットワーク化を推進する。

 海洋生物多様性の保全に関する施策の立案や着実な実施等を図るため、平成28年度を目途に、海洋生物の絶滅のおそれの度合いを評価し希少な海洋生物に関
する情報を整備する。また、絶滅のおそれのある海鳥の保護増殖を実施する。

 生態系の特性に応じた生物多様性を確保する観点から、サンゴ礁生態系保全行動計画等の生態系の特性に応じた行動計画を実施する。特に東アジア地域でのサ
ンゴ礁の保全を推進するため、国際サンゴ礁イニシアティブ（ICRI）の枠組みの下、「ICRI東アジア地域サンゴ礁保護区ネットワーク戦略2010」を引き続き実施する。

第２部 ２（１）生物多様性の確保等

（ア）生物多様性保全のための戦略的取組

新たな海洋基本計画での記述

 生物多様性国家戦略2012-2020に従い、生物多様性の保全及び持続可能な利用に向けた取組を推進するとともに、愛知目標達成に向けた我が国の取組を着
実に推進する。

 関係府省連携の下、生物多様性条約（CBD）等の国際約束、国連持続可能な開発会議（RIO+20）成果文書等を適切に実施する。

事項
H24

(2012)
H25

(2013)
H26

(2014)
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)

生物多様性の確保等の
ための取組

生物多様性の保全上重
要な海域の抽出等

（イ）生物多様性の保全上重要な海域の抽出等

新たな海洋基本計画での記述

2

重要生態系監視地域モニタリング推進事業（環境省）

生物多様性の保全上重要
な海域の抽出（環境省）

サンゴ礁生態系保全行動
計画の実施（環境省等）

ICRI東アジア地域サンゴ

礁保護区ネットワーク戦略
2010の実施（環境省）

保全管理措置の検討、海洋保護区の設定等
（環境省等）

サンゴ礁生態系保全行動
計画の見直し、人為的圧力

の調査（環境省等）
サンゴ礁生態系保全行動計画の実施（環境省等）

ICRI事務局担当（環境省） ICRI東アジア地域サンゴ礁保護区ネットワーク戦略2010の実施（環境省）

海洋生物の絶滅のおそれの評価（環境省等）

7



第２部 ２（２） 環境負荷の低減

（オ）海洋分野での温室効果ガス排出削減に向けた取組

新たな海洋基本計画での記述

 海底下二酸化炭素回収貯留については、事業者が実施する環境影響評価の結果の妥当性を適正に判断するため、日本近海における生態系及び海水と底質
の化学的特性の調査を実施する。

事項
H25

(2013)
H26

(2014)
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)
H33

（2021）

海洋分野での温室
効果ガス排出削減
に向けた取組

8

新規

化学的性状
調査

新規

本審査開始

生態系把握
調査

トレーサー物
質の選定

地中ＣＯ２挙
動測定手法

検討

生態系把握
調査

化学的性状
調査

トレーサによる
ＣＯ２漏出検知
方法の検討

漏出拡大防
止措置検討

地中ＣＯ２挙動
把握のための
ナチュラルアナ

ログ調査

基準の設定
方法検討



第２部 ４（２）船員の確保・育成

海洋基本計画での記述

 海運事業者が運航する船舶の活用による、より実践的な乗船訓練を可能とする社船実習の拡大及び内航海運への導入
 内航船の運航実態に即した実践的な乗船訓練を可能とする内航用練習船の導入
 計画的に新人船員の確保・育成に取り組む事業者を支援

事項
H24

(2012)
H25

(2013)
H26

(2014)
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)

船員の確保・育成

船員の確保・育成船員の確保・育成日本船舶・船員確保計画に基づく
新人船員の確保・育成

外航社船実習の
拡大（準備）

内航社船実習の導入

内航用練習船の導入

国と内航海運業者等との連携による
若年内航船員確保のための取組の推進

外航社船実習の拡大開始

内航社船実習開始

内航用練習船運航開始

9



第２部 ７（１） 国として取り組むべき重要課題に対する研究開発の推進

（エ）海洋再生可能エネルギーの開発に関する研究開発

新たな海洋基本計画での記述

 ～。また、沖縄においては、その地理的特徴をいかした海洋エネルギーの発電技術の開発に取り組む。

事項
H24

(2012)
H25

(2013)
H26

(2014)
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)

沖縄近海等の潮流を利
用した発電技術の開発

10

新規

1kW発電モデルによる
技術開発

本部町・伊江
島間での10kw
モデル実地

試験

10kW発電モデルの技術開発

（ブレード形状・構造等、防水処
理、発電機、送電ケーブル、
係留ケーブル、深度制御）

10kwモデルの
海中試験

沖縄県内一部
への

電力供給開始

更なる取組更なる取組



第２部 ８（１）経営基盤の強化

海洋基本計画での記述

 各種海外プロジェクト等への参画を念頭に官民を挙げた開発体制の整備、海運・造船・水産等における戦略的な施策や我が国の海洋産業の国際競争力を強化
するための施策の推進、技術開発の推進、人材育成や官民の連携強化等に取り組む。

事項
H24

(2012)
H25

(2013)
H26

(2014)
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)

①受注力の強化

②新市場・新事業への展
開支援

③公正な競争条件の確
保等の推進
④構造改革支援

（ア）海運業・造船業・インフラシステム

省エネ技術
の開発（国
土交通省）

新技術導入
メリットの見
える化（国土
交通省）

省エネ型船舶の普及拡大（国土交通省）

海洋環境関連技術の開発（国土交通省）

OECD船舶セクター了解の改訂（国土交通省）

更なる省エネ船に向けた取組促進（国土交通省）

海外プロジェクトの形成・取組（国土交通省）協力枠組の構築（国土交通省）

高付加価値船、海洋開発案件の受注（国土交通省）

各企業の事業戦略に応じた事業統合等を適切に支援（国土交通省）

IMOにおける国際海運分野の地球温暖化対策に係る審議を主導（国土交通省）

11



第２部 ８（２）新たな海洋産業の創出

（ア）海洋資源開発を支える関連産業

新たな海洋基本計画での記述

 沖合大水深下での石油・天然ガス等の開発プロジェクトについて、今後導入が本格化すると見込まれる浮体式液化天然ガス生産貯蔵積出設備や、洋上の生産
設備に人や物資を効率的に輸送するために必要となる洋上ロジスティックハブの実現に向け、海運業・造船業等と連携しつつ、必要な技術開発や人材育成、安
全評価要件の策定、巨大な資源開発プロジェクトへの参入を実現する仕組みの検討等を実施し、国際競争力を有する海洋資源開発関連産業の戦略的な育成を
行う。

事項
H24

(2012)
H25

(2013)
H26

(2014)
H27

(2015)
H28

(2016)
H29

(2017)
H30

(2018)
H31

(2019)
H32

(2020)

海洋情報産業の創出

（イ）海洋情報産業の創出

新たな海洋基本計画での記述

 海洋情報産業の創出を促進するため、提供内容、提供形態等の在り方について検討を行い、その結果を踏まえ利便性の向上や多様な提供形態の実現等に取り組
むなど、海洋情報産業の創出に必要な環境整備を進める。

海洋台帳の充実・強化（海上保安庁）

拡充

海外プロジェクトの受注拡大

海洋産業の戦略的育成のための総合対策（国土交通省）

実プロジェクトの受注

安全要件策定（洋上ロジスティックハブ、FLNG※）

資源開発要素技術の開発支援（ FLNG、大水深対応型掘削リグ等）

※浮体式液化天然ガス生産貯蔵積出設備
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